
環境と経済の好循環ビジョン
～健やかで美しく豊かな環境先進国へ向けて～

（平成１６年５月 中央環境審議会答申）

目 次

１．はじめに

（１）ビジョンが目指すもの・・・・・・・・・・・・・・・・・１

（２）経緯・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

２．好循環への方向と課題

（１）好循環実現への基盤
① 好循環をつくる人々・・・・・・・・・・・・・・・・・２
② 好循環の実現に向けた課題・・・・・・・・・・・・・・３

（２）今から始められる好循環への歩み・・・・・・・・・・・・４
① くらしを彩る環境のわざ・・・・・・・・・・・・・・・４
② 「もったいない」が生み出す資源・・・・・・・・・・・６
③ 自然がはぐくむ心と力・・・・・・・・・・・・・・・・７

３．環境と経済の好循環が実現した２０２５年の将来像・・・・・８

（１）日本の経済社会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８

（２）地域とライフスタイル
① 自然の恵みが人を呼ぶ里・・・・・・・・・・・・・・１０
② ものづくりのわざが循環をつくる街・・・・・・・・・１１
③ 環境の心で生まれ変わる都会・・・・・・・・・・・・１２

（３）環境が豊かさを招く世界と日本・・・・・・・・・・・・１３

４．おわりに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４

別 添 １





- -1

環境と経済の好循環ビジョン
～健やかで美しく豊かな環境先進国へ向けて～

１．はじめに

（１）ビジョンが目指すもの

２１世紀の日本がもっと魅力的な国になるには、国民が協力し合って 「環、
境と経済の好循環」を進めなければなりません。それは、環境を良くすること
が経済を発展させ、経済の活性化が環境の改善を呼ぶ国の姿です。

日本は、資源には恵まれていませんが、変化に満ちた美しい自然と世界最先
端の技術があります。環境と経済の好循環を実現できる国があるとすれば、日
本は確実にその一つとなる条件を持っています。

地球環境と人間活動が共生する持続可能な社会の実現に向かおうとする時
に、経済だけ、環境だけを別々にとらえて追求しては、壁に突き当たります。
環境と経済の好循環を実現するためには、皆がともに努力すれば実現する理想
の将来像を描き、互いに信頼感を持って、生活者、教育者、事業者、行政関係
者など、それぞれの立場で、役割を分担しながら社会的責任を誠実に果たしつ
つ協力していく必要があります。

このビジョンは、それに向かって具体的な努力を進めるための一歩として、
明確でわかりやすい将来像を提示しました。それは、今年度生まれる子供達が
成人式を迎える２０２５年を一つの到達点として、日本を「健やかで美しく豊
かな環境先進国」にしようと宣言するものです。

（２）経緯

平成１５年６月、環境大臣主催の「環境と経済活動に関する懇談会」が「環
境と経済の好循環を目指して」という報告を取りまとめました。この報告は、
環境と経済の好循環を築くことが重要とし、これによって実現される環境と経
済が一体となって向上する社会「環境と経済の統合」が21世紀のあるべき姿
だと述べました。

、 、 、報告は このための施策の方向性として 消費者や事業者の環境行動の促進
環境行動が経済的利益につながる基盤の整備、技術革新の促進と成果の普及な
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どを示しました。そして、環境と経済の好循環を、国民、事業者、行政が一体
となって実現していくため、中長期的視点に立った明確でわかりやすい将来像
（ビジョン）を明らかにする必要性を指摘しました。

この提言を受けて、同年９月、中央環境審議会総合政策部会に「環境と経済
の好循環専門委員会」が設置され、ビジョン作成のための議論を行いました。

２．好循環への方向と課題

（１）好循環実現への基盤

① 好循環をつくる人々

（価値観と需要をつくる消費者）
環境と経済の好循環を実現させる基盤は、環境の価値を積極的に評価する市

場です。この市場の環境を大切に思う価値観と需要をつくるのが、環境保全を
考えて行動し、省資源、省エネ、長寿命など環境に良いかどうかを見極めた上
で商品・サービスを購入する消費者です。

（資金をつくる投資家）
消費者の価値観と需要に合致するよう、環境に良い技術を磨き、環境に良い

商品やサービスを開発、生産し、流通させる事業者を高く評価して、環境保全
への取組を判断材料とした投資家から資本や資金が提供されることも重要で
す。

（商品、サービス、人をつくる事業者、教育機関）
このような市場では、環境を良くする志を持ち顧客に環境情報を伝えて努力

、 。する事業者が売上げを伸ばし 利益を上げ雇用を増やして経済を発展させます
そして 「企業の社会的責任」という考え方を経営理念に反映させて経営を発、
展させた事業者は、さらに進んだ環境技術や環境負荷を減らす制度・社会シス
テムを開発して、環境により良い商品・サービスを市場に出し、従業員に環境
管理を教え、事業から生じる環境負荷を減らすこと等により、環境を一層改善
していきます。消費者、投資家と生産者をつなぐ流通、金融、情報等の事業者
も重要です。環境技術を研究し人材を世に出す大学、高専や、環境教育・環境
学習を行う学校や地域の教育機関も、大きな役割を担います。

（コミュニティをつくる行政、民間団体）
多様な人々が協力して新しい価値観を創造しながら環境保全に取り組むこと
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は、コミュニティの一員として行動する喜びをもたらします。コミュニティの
つなぎ手としてＮＰＯ等の民間団体の役割は大きくなりつつあり、市町村、都

、 。 、 、道府県や国家も コミュニティとして考えられます 行政は 国と地方が連携
分担して、すべての施策に環境の視点を組み込むとともに、住民や事業者の環
境配慮行動をバックアップする社会経済システムの整備に取り組みます。この
ような考え方を国際的な次元に広げることも重要です。

② 好循環の実現に向けた課題

（市場が環境配慮に向かうために）
一人一人の行動は必要ですが、それだけでは十分な効果が得られません。様

々な人々が互いに信頼感を持ち、共通の目標へ向かってそれぞれの役割を果た
すことによって、好循環への道が開かれます。しかし、現在の市場メカニズム
では、環境配慮よりも価格の安さなどに惹かれた消費行動が起き、環境を良く
する方向につながらない可能性があります。

このため、技術開発の促進、低公害車を優遇した税制等のインセンティブ・
ディスインセンティブの提供や、不法投棄等の違法行為の取り締まり、公的機

、 、 。関による率先行動 事業者 民間団体による自主的な取組等が行われています
冒頭で紹介した報告でも施策の基本的方向が提言され、後述の各分野でも、そ
れぞれに関連した課題を記述してあります。これからも、このような努力を一
層進め、環境に配慮した事業者がはっきりと報われる戦略的な仕組みを構築す
る必要があります。そして、これらすべてに共通する、環境と経済の好循環を
起こすための重要な要素として、環境情報と人づくりが挙げられます。

（好循環を呼び起こす環境情報）
、 、 、環境に良い商品・サービスが 正しく消費者に選択されるためには 事業者

、 、 。消費者 投資家 コミュニティの間で環境情報が十分行き渡ることが必要です
例えば、環境に良い商品はそうでない商品よりも高価な場合も多く、これが消
費者に選ばれるように店頭に並ぶためには、生産者と流通やサービスに携わる
人との間で情報が共有されなければなりません。消費者が商品を選ぶ時は、事
業者が商品の環境上の利点について、環境ラベルなどでわかりやすい情報提供
に努めることに加え、消費者にもこれを知って積極的に選択の基準とすること

。 、 、 、が必要です このような消費者の動機付けや選択の手助けには 行政 ＮＰＯ
マスコミ等からの情報提供も役立ちます。化学物質のリスクなどの情報に消費
者や投資家がアクセスできることも重要です。環境に良い商品やサービスが、
新しい価値観を提起し、利用する人にとっての新しいステータスとして支持さ
れるようにすることが望まれます。



- -4

（好循環を呼び起こす人づくり）
個々の事業者や商品の情報にとどまらず、環境と経済の好循環を理解し、実

践する人づくりも大切で、環境教育・環境学習は、特に急いで推進すべき、こ

のための重要な手段です 学校教育のみならず、消費者教育、職場の教育、。
大学の専門教育、地域の生涯学習、地域活動等を通じ、環境への理解を深め、
好循環を呼び起こす人材を育成することができます。また、環境を大切に思う
価値観は、子供の頃から自然を意識して環境にやさしい生活を送ることなどを
通じて醸成されます。自然とふれあう機会を増やすことは、自然の美しさを味
わい、これを大切に思い、守り、回復しようとする健やかな心をはぐくむこと

。になります

このように、住民、事業者、行政などが問題意識を共有し、環境に良いこ
とに向けて協力しあうパートナーシップ社会が構築されることによって、環境
と経済の好循環が生み出されます。

（２）今から始められる好循環への歩み

環境と経済の好循環は一朝一夕に達成できることではなく、そこに至るまで
の歩みは、今から進めなければなりません。現在、好循環の実現へ向けた数多
くの動きが生まれています。ここでは、既に始まりつつある好循環の事例や、
明日から取り組める課題を紹介し、いくつかの目標を提示します。

① くらしを彩る環境のわざ

「環境のわざ」と呼ぶべき、世界の環境保全に貢献することが可能な先進的
な技術や、環境に配慮するための方法や仕組みが、日本で次々に生まれ、消費
者の支持を得始めています。

（日本発の最先端環境商品）
例えば現在最先端の冷蔵庫は、消費電力が１０年前の数分の１です。このほ

か液晶テレビ、エアコン等、日本の家電には、世界最高の省資源、省エネ水準
を達成したものが多く出ています。燃費と加速性能を両立させたハイブリッド
車等の低公害車でも、日本の技術は世界で高く評価されています。また、この
ような環境にやさしい商品を支えるものとして、軽くて強い鋼板や高純度のシ
リコンなどの素材技術も進歩しています。夏涼しく冬暖かい繊維など、環境に
やさしいライフスタイルを助ける商品も増えてきました。これらの製品をつく
る過程での環境負荷を減らす上でも、世界最高水準の技術は数多くあります。
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（第三次産業で活きる環境のわざ）
「環境のわざ」は、ものづくりに関わる技術だけではありません。家電や家

、 、具をレンタルしたり まだ使える物はフリーマーケットで売ったりすることも
環境に役立ちます。省エネというサービスを売るＥＳＣＯ のように、消費（※）

者にとって必要なのは物ではなくそこから生まれる機能であることに着目して
ビジネスにする起業家も出てきました。このような動きは、従来の製造業にも
広がりつつあり、例えば、蛍光灯を販売することに代えて、蛍光灯から発する
「あかり」というサービスを提供する事業も始まっています。金融商品でも、
環境配慮で独自性を出したエコファンドなどの商品が増えてきました。断熱材
や複層ガラスを使ったリフォームなどの建築のわざや、ＣＯ 排出が少ない鉄２

道や効率的な物流などの運輸のわざも、進んできています。

（※）Energy Service Companyの略称で、省エネに関する包括的なサービスを提供し、顧客
の省エネメリットの一部を報酬として受け取る事業

（わざを後押しする環境志向の消費者）
環境にやさしく品質に厳しい日本の消費者が、これらの技術やわざの後押し

をしています。個々の商品の環境性能が向上しても、１人当たりの購入数が増
、 、えたのでは全体の環境負荷が増えてしまうかもしれませんが 消費者にとって

量より質にこだわる分野も出てきています。このようなこだわりの多くが環境
志向の「健やかで美しい豊かさ」を求めるものに向かえば、大きな市場を生む
力になるでしょう。また、環境情報に対して能動的に建設的な質問をする消費
者の増加や、行政や事業者からの情報提供の活発化が、環境コミュニケーショ
ンのわざを磨く力になっています。

（革新的技術に対する戦略的な対応）
、 、 、環境のわざには 水素エネルギーの利用など より革新的で不確実性も高く

長期的取組が必要なものもあります。このような革新的技術に対しては、事業
者、コミュニティ、行政の十分な対話のもと、戦略的な技術開発や、基盤整備
を行う必要があります。

（環境のわざに関連する目標）
消費者、事業者、行政などの消費行動の変化が企業の一層の技術革新を促す

、 （ ）好循環を生み出し 環境負荷を低減させながら経済も発展 環境効率性を向上
させて、京都議定書の削減約束（１９９０年比で２００８年から２０１２年の
温室効果ガスの排出量を６％削減）を達成するとともに、温室効果ガスの排出
削減が組み込まれた社会を構築し、長期的・継続的な排出削減を目指します。
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また、好循環を実現するためには、環境にやさしい商品やサービスを積極的
に購入するグリーン消費が、もっと増える必要があります。２００２年の調査
で「物を買うときは環境への影響を考えてから選択している人」は３１％でし
たが、２０２５年には 「物・サービスを買うときは環境への影響を考えてか、
ら選択している人」が８０％以上になることを目指します。

② 「もったいない」が生み出す資源

「もったいない」という日本語に込められた気持ちは、美しい日本を後の世
代に伝える上で、大切な姿勢ではないでしょうか。

（ごみの発生抑制と資源化）
多くの地方自治体でごみ処理は大きな課題となっており、ごみの減量や資源

化に向けた取組が、あちこちで始まっています。住民、ＮＰＯなどと協力して
資源回収を徹底して循環利用の環をつないだり、マイバッグや簡易包装を定着
させたり、家庭ごみを有料化したりすることなどにより、ごみの減量に成功し
た自治体もあります。消費電力を減らしながら寿命を６倍にした照明器具等、
製品の長寿命化技術や、機能を落とさずに物を小さく軽くする技術、紙媒体を
ＩＴで代替する技術等も、ごみを減らすことにつながります。

（ごみの発生を減らす事業形態）
物を売るのではなく、物の機能をサービスとして提供することも、ごみを減

らす上で有効です。例えば、単身赴任期間だけ家電をレンタルしたり、原料、
製品、流通など個々の事業形態の枠を越えた取組により、物の供給に代えてそ
の機能をサービスとして供給する産業が出てきました。製造過程から排出され
る廃棄物の減量に努力する事業者も多くなりました。また、使用済みの容器や
部品等を自ら回収してリユース・リサイクルする事業者が増え、製品を開発す
る際にも、リユース・リサイクルのしやすさが考慮されるようになってきまし
た。

（資源化の技術）
「ごみ」を資源へと変える再生利用の技術も、活用されるようになってきま

。 、 、した 例えば 使用済みプラスチックを製鉄所の高炉還元剤に利用することで
ごみの埋立処分を減らすとともに、原料炭の使用量を減らし、ＣＯ 削減に役２

立てることが始まっています。また、使用済みペットボトルの一部は、制服や
事務用品等に再生され、最近ではペットボトル用の樹脂として再生する工場も
できました。天ぷら油を回収してバイオディーゼル燃料にしたり、生ごみを堆
肥にするなど、廃棄物をバイオマス資源にする取組も行われるようになりまし
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た。ごみ焼却灰等を利用したエコセメントもあり、廃棄物による発電や熱利用
の技術も進んでいます。

（循環を支えるパートナーシップ社会の形成）
ごみを減量し、リユース・リサイクルをさらに促進するためには、地域での

住民・民間団体・事業者・行政の協力が不可欠です。例えば、消費者の買物行
動の見直しと販売者の包装の見直しで、減量は進みます。また、家庭から出る
ごみの分別の徹底や、産業の垣根を越えた事業者間の協力が、リサイクルの可
能性を広げます。リサイクル商品の購入を増やすためにも、お互いの情報交流
と協力が重要です。これら各主体間を信頼と情報でつなぎ、住民のくらしの見
直しとリサイクル活動への参加を促す役割として、行政とともにＮＰＯ等の民
間団体がさらに活躍することが期待されます。

このように、地域をあげてごみの減量、再使用や再生利用に取り組み、廃棄
物処理施設を整えるなど、廃棄物等の適正な循環的利用及び処分を行っている
ところでは、このような取組を評価する事業者の誘致に成功している例もあり
ます。

（循環型社会関係の目標）
循環型社会形成推進基本計画に基づき、より少ない資源でどれだけ大きな豊

かさを生み出しているかを表す指標である資源生産性（ＧＤＰ／天然資源等投
） 、 （ ）入量 を ２０１０年度に約３９万円／トン ２０００年度比で概ね４割向上

まで向上させることを目標にします。
また、２００1年の調査では、地域やＮＰＯ等でごみの削減やその他の環境

保全に関する行動に参加したり、接したりしたことがある人の割合は２０％で
したが、２０２５年には積極的に行動に参加する人の割合が５０％以上になる
ことを目指します。

③ 自然がはぐくむ心と力

自然は、多くの生き物の命をはぐくむだけでなく、自然とふれあう私たちの
心身を健やかにします。また、自然の力で化石燃料などを代替することは、世
界が限られた資源を使いながら平和に暮らす上で必須です。

（自然と心身）
人工物に囲まれた生活を送る現代人の大半は、自然とふれあうことで健やか

な心がはぐくまれ、いやされると感じています。また、健康の保持に関心の高
い中高年をはじめ、多くの人がさわやかな空気の中で野山などを歩き、自然に

。 、 、 、親しむことを趣味としています さらに 自然とのふれあいは 自然を理解し
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いとおしむ気持ちを持つきっかけになります。身近な自然の維持、さらにはそ
の回復に努力する人々や、美しい自然を地域が誇るべき財産と考え、これを一
層大事に保存して地域活性化につなげようとする人々が、増えてきました。

（エコツーリズムの発展）
最近、エコツーリズムという考え方の広まりにあわせて、自然とのふれあい

を求める旅行者が増え、エコツアーへの人気が高まりつつあります。エコツア
ーが成功するためには、地域の歴史・文化や自然の楽しみ方を熟知したコーデ
ィネーターや、それをわかりやすく体験的に案内するガイドが欠かせません。
よいガイドによって、自然への関心や親しみ方を覚え、リピーターになる旅行
者も多いと言われます。また、農作業体験などで体を動かしたり、土の恵みに
触れたりすることも、都会の日常から離れ、健やかな心身に役立つ新鮮な体験
として企画されています。

（自然エネルギー等の活用）
太陽光発電や風力発電等の自然エネルギーは、再生可能であり、発電過程で

ＣＯ を排出しない、日本の数少ない国産エネルギーです。このうち、太陽光2

発電は、日本は導入量が世界一で、まだまだ増える可能性があります。自然エ
、 、ネルギーや廃棄物等のバイオマスの利用がさらに普及することで 多くの人が

。 、エネルギーの消費者であると同時に生産者になります このような技術を磨き
世界に広めていくことは、地球環境の改善に大変有効です。そのためにも、国
内での自然エネルギーの利用を増やし生産規模を拡大してコストを下げること
が、世界での自然エネルギーの利用拡大に役立ちます。

（自然関係の目標）
自然とのふれあいをきっかけに、自然や環境に興味を持つ人が増え、休暇を

自然の豊かな地域で過ごす人が増えることが望まれます。２０２５年には、日
本人の５０％以上が年に１０日以上を自然の中で過ごすことを目指します。

また、自然エネルギー等の新エネルギー技術が日本から世界に広まり、大幅
に導入されることを目指します。

３．環境と経済の好循環が実現した２０２５年の将来像

今から始める努力が実り、環境と経済の好循環が実現した社会とは、どのよう
な姿でしょうか。ここでは、２０２５年の一つの理想の形を描きます。

（１）日本の経済社会
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（環境に強い関心を持つ消費者と技術力が生み出す所得と雇用）
環境に配慮して商品・サービスを選ぶことが当たり前という環境志向の消費

が、新しい市場や既存市場の高付加価値化を生み出します。家電、日用品、食
品から金融、小売りに至るまで、現在以上に激化する国内外の競争を生き抜く
ためには他とは何か違う良さが必要で、その「何か」として、環境に配慮する
消費者への訴求力や技術力が重要な役割を果たしています。事業者は、このよ
うな市場の動きに呼応して環境を良くする技術を次々に開発し、消費者のニー
ズに応える商品・サービスを供給して、新しい職場を提供します。

このような雇用機会に、若い人達はもちろん、高齢になっても健康で社会に
貢献する職場を求める人々も積極的に参加し、所得を得ています。消費者の環
境への関心を身近なところから呼び起こし、これにきめ細かく応える地域に根
ざしたビジネスも増えました。

（資源が循環しエネルギー効率の高い社会）
地球環境、廃棄物問題や自然環境の保全について、多くの人が危惧し、改善

に向けて具体的な行動をとっています。途上国をはじめとする世界の経済が拡
大し人口も増える中で、資源・エネルギーの確保もより難しくなっています。
このため、省資源、省エネルギーが、財・サービスが顧客に選択される上で重
要な要素になりました。エネルギー分野では、自然エネルギーのコストが下が
って普及すると同時に、水素の生産、流通、利用の技術開発と基盤整備が進ん
で水素エネルギー社会が実現しつつあります。同時に、製造業、流通業も含め
た多くの産業で「静脈産業」と「動脈産業」とが融合したネットワークが組ま
れ、資源が循環しながら価値を生み出しています。経済発展が環境汚染を伴っ

、 、 、た時代はとうに終わり 今は 天然資源の消費を増やさないよう努めることが
経済発展の原動力になっています。

（サービス産業と環境）
経済の中でサービスが大きな部分を占めるようになりました。例えば、高齢

化が進んだ日本では、余暇関連や高齢者・健康関連のサービス業が大きな割合
を占めるようになり、その中でも特に自然が有する価値を積極的に事業の中で
活かす業態が盛んになっています。

商品そのものの販売に代えて商品の機能をサービスとして提供する事業形態
や、商品の販売に加えてそのオペレーションやメンテナンスも同時に行う事業
形態が広がり、くらしや製造過程からの環境負荷低減に貢献しています。省エ
ネ診断・改善等や家庭のエネルギー管理サービスが、環境負荷を減らしていま
す。環境効率の悪い商品を薄利で売る代わりに中古品をレンタルする事業も発
達して、生産するのは高い環境技術を活かした物だけになりました。
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（人と環境にやさしい交通）
従来の低公害車は誰でも乗る車になり、燃料電池車の普及が進んでいます。

安全で利用しやすい交通システムが整備され、鉄道、バスや船の利用割合が増
え、空気がきれいになりました。バリアフリーが進み車椅子やベビーカーの使
用も容易になるとともに、健康への意識の高まりもあって自転車や徒歩での外
出が増えています。

（環境と経済の好循環）
環境を良くする方法が良いものであればあるほど、ビジネスの中で経済的に

報われるようになっているため、より良い方法や工夫を生み出す知恵が環境の
分野に集まっています。その結果、日本の生み出す製品や事業形態、政策など
の環境保全上の性能がなお一層良いものとなり、これらが経済的にますます成
功を収めるという好循環が起きています。こうして、高齢化が進み活力が失わ
れると心配されていた２０２５年の日本は、環境への配慮を原動力とした豊か
さを実現しています。

通常と比較してより環境に配慮した製品や事業形態（環境誘発型ビジネス）
の市場は日本のみならず外国にも広がり、２０２５年の日本には１００兆円以
上の市場と、２００万人以上の雇用を生み出しています。

日本の姿や人々の暮らしも変わりました。都市でも農村でも、それぞれの風
情があるたたずまいを見せる美しい環境の中で、地域の特徴を活かしたまちづ
くりが進みました。日本の至る所で個性豊かな地域に活力が生み出され、地域
の間の行き来も活発になりました。次に、いくつかの地域とそこに住む人を紹
介します。

（２）地域とライフスタイル

① 自然の恵みが人を呼ぶ里

自然とふれあいながら休日を里で過ごす日本人が増えています。都会から長
期滞在を目的に訪れた家族達が、のんびりと波の音に耳を傾けたり、野菜や果
物の収穫を体験したり、様々な過ごし方をしています。これらの人が訪れる地
域では、地域の財産である美しい自然などを資源としたエコツアーのガイドや
宿泊施設による雇用が生まれました。また、地域の環境イメージを高めたとこ
ろでは、休暇を過ごした人達がその後も農産品や地場産品を購入する効果が出
ています。
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環境により恩恵を受けている住民は、身近な自然環境だけではなく、地球全
体の環境対策にも熱心です。日当たりの良い家の屋根には太陽電池が輝き、風
の吹くところでは風力発電機が回る日本の暮らし方は、環境を大切にする世界
の人々に愛され、海外からの見学者も訪れています。

【そんな里に住む５２才（２００４年は３１才）のＫさんの声】

私は第一次石油危機の年に生まれ、今は民宿をしながら農業をしていま
す。２０年近く前の観光キャンペーンをきっかけに、この地域で環境にや
さしいイメージを育てることにしました。うちは小さな民宿ですが、お客
様の駅までの送迎は、地域の宿で共同して最先端の低公害車を配車し、う
ちや近所の農家でつくった有機野菜を食事に出しています。春にはレンゲ
がきれいで、生ごみや農業廃棄物のバイオマスのコージェネレーションで
お風呂の湯や電気を供給しているのも、お客様に好評です。

息子が一昨年地元に帰ってきて、エコツアーのガイドを始めました。う
ちの民宿や有機野菜と一緒に、ネットで全国的に営業をしています。地域
社会が一体となって、長年かけて築いてきた地域の環境イメージのおかげ
でアクセスは多く、うちのホームページで紹介してほしいという環境配慮
型製品の生産者や、リンクさせてほしいという環境関連ネット通販業者も
結構あります。

② ものづくりのわざが循環をつくる街

２０世紀は大量生産で発展した日本の工業都市は、今は環境配慮型製品の生
産やリサイクル等で、地域の雇用を支えています。資源をわずかしか使わない
製品、再使用や再生利用しやすい製品の開発や、リサイクル技術、物でなく機

、 。能を提供するサービス化技術などで 日本は今も世界の最先端を走っています
廃棄物の最終処分場が逼迫し、エネルギー情勢も厳しくなる中で、省資源、省
エネルギーの製造技術が世界の投資家から評価されています。

環境に配慮した商品を積極的に購入したり、ごみの減量・資源化に熱心に取
り組む住民が多く、商品の機能に対して積極的に意見を出し、技術者達に問題
意識を与えて、一層の進歩を励ましています。最先端の環境配慮型商品やサー
ビスを的確な説明で販売する店、リサイクル関連の店等が開店し、地球温暖化
への理解が進む中で、鉄道を利用したり、自転車・徒歩で買い物をする客を惹
きつけて、駅前商店街にも活気が出ています。
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【そんな街に住む３５才（２００４年は１４才）のＳさんの声】

環境配慮の経営で世界の顧客や投資家に評価された我が社で、私は中堅
のエンジニアとして忙しく働いています。我が社のある工業団地は、私が
生まれたバブル経済時代に造成されて売れ残っていました。でもその後、
地域内の連携による産業廃棄物処理等が評価されて企業誘致に成功した
り、環境配慮型製品の売上げがグリーン購入で伸びた工場の拡張があった
りで、私も地元で就職できました。

家では、子供の成長にあわせて必要な機能をもった家具や省エネ家電を
レンタルしているほか、燃料電池コージェネレーションで暖房・給湯や電
気の一部をまかなったり、エネルギー管理サービスを便利に使ったりして
います。先月は休暇で、夫や子供と島で過ごしました。自分で掘ったアサ
リを味わう子供達と、食卓の会話もはずみました。私も潮の香りの中で新
しい意欲がわいたのか、帰ってきたら環境効率をさらに向上させる技術の
アイディアが浮かびました。

③ 環境の心で生まれ変わる都会

環境志向の消費者が多い日本の大都会は、最先端の環境技術を生み出す市場
として、世界のトレンドを先取りしています。流通分野での競争も激しく、環
境情報を的確に提供することで消費者の支持を得る小売店が増えました。金融
業では、環境を意識した資金運用で預金者、投資家の支持を得た金融機関が、
国際競争の中で伸びています。

道路には大きな街路樹が続き、高断熱となった建物の多くが太陽光や熱など
の自然エネルギーを上手く活用し、無駄な熱を屋外に捨てなくなったので、夏
になると街路樹を伝って川辺から涼しい風が吹き抜けて、庭の木立の枝先やベ
ランダの草花を揺らします。秋には紅葉の下を人々が公園に向かい、屋外芸術
や演奏会などを楽しんでいます。低調だった住民交流も、リサイクル、自然再
生等の活動がきっかけとなって活発になりました。この他にも、消費者運動と
の連携、農村との交流、国際的な協力等、環境関係の活動の幅は広がっていま
す。
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【そんな都会に住む７７才（２００４年は５６才）のＹさんの声】

退職金の一部で、我が家をエコハウスに改築しました。快適で光熱費い
、 。 、 、らずで安心と 妻にも感謝されています 近頃は この辺でも緑が増えて

、 。トンボや鈴虫などが戻り マンション住まいの孫が虫取りにやって来ます
私も身近な場所の自然再生やごみを減らすＮＰＯで活動したり、昔卒業し
た小学校で環境関係の勉強会に参加したり、地域社会での数多くの活動に
積極的に参加して、若い人達も含めた交流を楽しんでいます。美しい地球
を次の世代に残したくて、貯えの一部は、環境にやさしい企業の株や債券
で運用する年金基金にしています。

時々、団塊の世代の仲間で、いくつかあるなじみの山のどれかに行き、
木の葉のそよぐ音や川のせせらぎを聞きながら歩きます。そんな環境の良
い地域から、有機野菜や乳製品などを、鉄道を経由し駅から家までは低公
害車で、毎週宅配してもらう契約をしてあります。おいしいし、帰りに牛
乳びんなどを回収していってくれるので、ごみ出しの手間も減りました。

グローバル化が一層進展する中、このような日本は、世界とより密接に関わ
るようになっています。次に、その姿を紹介します。

（３）環境が豊かさを招く世界と日本

世界に先行して開発されてきた日本の環境技術は、世界の環境保全に貢献し
ています。ＮＰＯの活動や国の援助、事業者の社会貢献や地方自治体の姉妹都
市交流などで、環境面の国際協力も活発です。例えば、持続可能性に配慮して
生産された商品の輸入等により途上国の持続可能な発展を支援する民間団体な
どが活躍しています。技術やライフスタイルを含めた環境情報が日本から世界
に向けて積極的に発信されて、環境にやさしいハイテク国家という日本のイメ
ージが定着してきました。

外国から日本に輸出する商品は、エネルギー効率、環境規制も含む日本の
法律を守ることに加え、様々な環境配慮と情報提供を行うことによって、消
費者の支持を得ています。環境関連の規定を含む経済連携協定が日本と他の
アジア諸国に広がる中で、日本の環境重視のライフスタイルは豊かさを増す
域内の大都市の消費者にも影響を与え、日本の投資家の環境志向の動向は投
資資金を求める事業者の関心事です。このため、アジアの企業にも環境配慮
で日本と競争するところが増え、産業育成の観点から環境政策を重視する国も
多くなりました。アジア市場の動きは他の地域の企業にも影響し、企業間競
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争を通じて、世界の環境効率性・資源生産性は格段に上がっています。

【２００４年に生まれた２１才のＴさんの声】

大学の夏休みに途上国を旅行して、環境を良くする日本の技術が活きて
いるのを目にしました。荒野に広がる太陽光発電施設は、圧巻でした。日
本の大学に留学した人が技術者として働いており、街を走る電車や郊外の
風力発電所にも日本の技術が使われていると教えてくれました。彼は、別

、「 、れ際に握手しながら 私は環境技術を学ぶために日本に留学したけれど
最先端の技術に加え、日本人が環境にやさしい暮らし方をしていたことも
印象的だった。この国も、いつか日本に追いつき追い越すから 」と言い。
ました。

今世紀の初め、新しい価値観を模索していた世界に対して日本が提示し
たのが「環境と経済の好循環」という目標です。２０世紀の技術を牽引し

、 。たのは軍事だったと言う人がいますが 今世紀は環境ではないでしょうか
環境で豊かになることを目指し、技術を磨き人を育ててきた日本に生まれ
たことを、私は誇りに思っています。

４．おわりに

環境と経済の好循環への動きが始まりつつあります。これを日本が先頭に立っ
て世界に広げ、環境と経済の好循環の実現を目指して、健やかで美しく豊かな環
境先進国への歩みを進めようではありませんか。

２０２５年の理想の形には、今日の動きの継続だけでは実現できないことも含
まれています。それは、この報告が、これまでの延長線上に将来を描くのではな
く、むしろ、将来の理想に照らして現在の行動を考えていこうとしているからで
す。この理想と現実のギャップを埋めるために期待されるのが、２００５年度を
目途に策定される次期環境基本計画です。この計画に、政府が一体となって具体
的な施策を盛り込み、２０２５年の理想に向かい、日本全体で様々な動きを活発
化させて世界に広げることを期待します。


